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酪農乳業乳製品在庫調整特別対策事業の枠組み

(趣旨)
生乳の需給調整機能を維持する体制を整備し、乳製品の過剰在庫削減を図ることで、酪
農乳業の経営の安定に貢献することを目的とする。

(方法)
酪農乳業乳製品在庫対策基金を造成し、この在庫対策基金を活用して、乳製品を飼料用
等へ用途変更すること等による価格差に相当する額などを助成する。

(実施期間)
２０２２年４月から２０２３年９月までの１８か月とする。
尚、在庫対策基金への拠出は２０２２年度の生乳取引分を対象とする。

(事業実施主体)
〇販売窓口団体 : 全国農業協同組合連合会、全国酪農業協同組合連合会
〇乳製品在庫調整実施乳業者(基金への拠出があり、在庫調整を希望し認められた乳業者)
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酪農乳業乳製品在庫調整特別対策事業の対象

(対象製品)
乳製品
※乳及び乳製品の成分規格等に関する省令第ニ条の１２に示すもの
※本事業では脱脂粉乳を対象(一部ホエイパウダーを対象とする)
※ホエイパウダーは脱バ等向けの代わりにチーズ向けで需給調整した際に発生したホエイで作られたもの
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(対象数量)
２５，４７９㌧
※昨年開催しました酪農乳業意見交換会で取り纏めた、令和元年度末在庫量(76,339㌧)と令和3年度
末在庫量(101,818㌧:1月末Jミルク公表見通し使用)の差

対策名 対策内容

飼料向け価格差対策
脱脂粉乳等を飼料用に転用し販売することにより生じる価格差に
相当する額などを助成

輸入調製品等価格差対策
脱脂粉乳等を輸入調製品等への置き換え使用または販売に活用す
ることにより生じる価格差に相当する額などを助成

海外輸出等価格差対策
脱脂粉乳等を海外向けに輸出することに生じる価格差に相当する
額などを助成

(対策内容)



在庫対策事業助成モデル

【概要】酪農乳業乳製品在庫対策基金の考え方
新型コロナの影響に過去最高水準に達する恐れのある脱脂粉乳の在庫削減に向けて、生産者・乳業者拠出により
酪農乳業在庫対策基金を造成して事業を実施する。

酪農乳業乳製品在庫対策基金 (2022年度予算案：約40億円、2023年度予算案：約3.6億円）

生産者 約36.3億円
基金拠出分(45銭/kg)

乳製品在庫調整乳業者負担分
(本体価格(単価)の値引き) 約29.0億円

飼料用販売価格

在庫調整乳業者負担

国負担

乳業者基金負担

生産者基金負担

生産者・乳業者の
負担割合は1：1を
原則として運用

※基金への
拠出は消費
税は不課税
として取り
扱う予定

調製品等置き換え価格

在庫調整乳業者負担

利益分等控除(70円)

乳業者基金負担

生産者基金負担

海外輸出価格

在庫調整乳業者負担

利益分等控除(70円)

乳業者基金負担

生産者基金負担

利益分等控除(70円)

国
在庫低減支援対策
(28.3億円)
※対象:脱脂粉乳
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乳業者 約7.3億円
基金拠出分(10～45銭/kg)

大口需要
者価格

乳業者
負担
合計
36.3
億円



酪農乳業乳製品在庫調整特別対策事業の収支の見通し 5

支出項目 2022年4～2023年3月 2023年4月～2023年9月 合計

支
出
（Ｂ
）

飼料向け
転用

ALIC補助事業 28.3億円 28.3億円

生処拠出事業

26.93億円 16.67億円
43.6億円

輸入調製品等置換え
(生処拠出事業)

海外輸出(生処拠出事業)

運営費・人件費(生処拠出事業)

合計 55.23億円 16.67億円 71.9億円

収入項目 2022年4月～2023年3月 2023年4月～2023年9月 合計

収
入
（Ａ
）

ALIC補助金収入
在庫低減支援対策事

28.3億円 28.3億円

酪農乳業乳製品在庫
対策基金(生処拠出)収入

40.0億円
生産者分33.3億円 乳業者分6.7億円
(2022年4月～23年2月生乳取引分)

3.6億円
生産者分3.0億円 乳業者分0.6億円

(2023年3月生乳取引分)

43.6億円

合計 68.3億円 3.6億円 71.9億円

収支差額（A-B) 13.07億円 ▲13.07億円 0.0億円

※Jミルク2022年度事業計画・収支予算書から作成。支出額については、事業進捗に応じて必要な額を流用するなどして対応する。
※乳製品在庫調整乳業者が負担する費用(2022年度26.6億円、2023年度3.0億円)は、拠出とみなすが収入として計上しない。



酪農乳業乳製品在庫対策基金への協力呼びかけ

基金への拠出を募集するため、全国すべての生産者及び乳業者を対象として本事業への協力を関係団体等の協力を得
ながら呼びかけ。事業に賛同するかどうかは「事業賛同書」によって確認する。

事業に賛同する生産者 事業に賛同する乳業者
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第1号事業者 出荷組合等

Ｊミルク(基金管理団体)

中央酪農会議
(中酪)

日本乳業協会(乳協)

全国農協乳業協会
（農乳協）

都道府県会員

賛同する団体・事業者は事業賛同書を提出

Jミルクは「事業賛同書」を提出した事業者・団体等と基金拠出に関する同意書を締結

生乳販売事業者の定める方法によって
一括参加申し込みが可能

全国組織は全国
一括参加が可能

全国組織は全国
一括参加が可能

全国組織は全国
一括参加が可能



酪農乳業乳製品在庫対策基金の基金拠出の同意書締結

「事業賛同書」に基づいて、Jミルクと個別事業者・団体等が支払い方法や所属団体等を確認し「基金納入同意書」を締結

生産者(45銭/kg) 乳業者(10～45銭/kg)
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「基金納入同意書」に基づいて、2022年4月の生乳取引分から基金拠出を依頼

希望する支払方法 同意書の締結者

①生乳販売事業者が直接
Jミルクに支払う場合

生乳販売事業者×Ｊミルク

②生乳販売事業者(中酪
会員)が中酪を経由してJ
ミルクに支払う場合

生乳販売事業者×中酪×
Ｊミルク

③乳業者を経由して支払
う場合

乳業者×Jミルク(×乳協
または農乳協)

所属団体に応じて締結 同意書の締結者

①乳協会員または間接会
員乳業者

乳業者×乳協×Ｊミルク

②農乳協会員乳業者 乳業者×農乳協×Ｊミルク

③乳業団体に所属してい
ない乳業者

乳業者×Jミルク



酪農乳業乳製品在庫対策基金支払いフロー

生産者(A～Dのいずれか) 乳業者(Ｊミルクへ直接納入)
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第1号事業者
(中酪会員)

Ｊミルク(基金管理団体)

中酪

第1号事業者・
出荷組合等

A基金協力

C基金協
力・支払い

数量報告
一括納入

数量報告
一括納入

数量報告
一括納入

①乳業者毎
取引乳量報告

B基金協力

②指定団体以外の
Cの生産者・乳業者
分取引乳量報告

①②の取引乳量
報告に基づき拠
出明細書を発行
※複数工場ある場合は
本社一括を想定

基金協力
一括納入



事業開始までの手続き等スケジュール 9

2月

事
業
構
築

基
金
造
成

基金拠出協力要請

事業要領作成検討

戦略ビジョン推進
特別委員会等確認

事業説明会
開催

助
成
事
業
開
始

基金要領の策定・制定

3月 4月 5月・・

独自事業
申請受付

ALIC事業
受付

受
付
締
切

交
付
決
定

※農水省と協議の上、３月末までに事
業実施主体毎の限度数量割振り等を
お知らせする

基金納入同意書締結

基金拠出賛同者募集
基金拠出支払開始
(乳業者には支払明細
書を送付開始)

※必要に応じて基金拠出
説明会を開催

※特別委員会等確認
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